
県が発注する工事における建設業法施行令第２７条第２項

の取扱いについて

第１ 県が発注する工事（以下「県工事」という。）における建設業法施行令（昭

和３１年政令第２７３号。以下「令」という。）第２７条第２項の適用につい

ては、次のとおり取り扱うものとする。

１ 令第２７条第２項が適用される県工事の範囲

(1) 請負対応額が３,５００万円（建築一式工事の場合は７,０００万円）以上

８,０００万円未満、かつ、下請総額が４,０００万円（建築一式工事の場合

は６,０００万円）未満と見込まれる県工事について、次表の区分に従い令

第２７条第２項による専任の主任技術者の兼務を認めるものとする。

【令第２７条第２項による専任の主任技術者の兼務を認める工事の区分】

専任の主任技術者の 下欄①から④に該当しない工事

兼 務 を 認 め る 工 事

専任の主任技術者の ① 低入札価格調査を経て契約締結した又は締結しよう

兼務を認めない工事 とする工事(低入札受注工事)

② 秋田県建設工事に係る共同企業体取扱要綱(平成２年

３月２３日監－２０８３)に基づく共同企業体が施工す

る工事(ＪＶ施工工事)

③ 「入札参加資格要件及び指名標準について」(平成１

６年６月１日建管－７１１)に基づき主任技術者の専任

配置を求める工事(鋼構造物塗装工事及び法面工事)

④ 上記①から③以外で、工事内容及び施工管理の難易

度並びに工事現場の地理的状況に鑑み、発注者が主任

技術者の兼務を認めないと判断する工事。

当該工事については、工事別発注概要書Ａ．入札参

加資格等の「その他の事項」欄に、「本工事の主任技

術者については、建設業法施行令第２７条第２項の規

定を適用しません。（他工事への兼務は認めないもの

とします。）」と記載すること。

(2) 請負対応額が８,０００万円以上、又は下請総額が４,０００万円(建築一

式工事の場合は６,０００万円)以上と見込まれる県工事については、監理技

術者の専任配置を求めていることから、実際の下請総額にかかわらず、令第

２７条第２項による技術者の兼務は認めないものとする。

２ 県工事と兼務を認める他工事の要件

(1) 令第２７条第２項により県工事に配置又は配置予定の専任の主任技術者が

兼務することを認める他の工事（以下「他工事」という。）は次の①から③

のいずれの要件にも該当する工事とする。

① 県が発注する他工事（他部局で発注する工事を含む。）、又は国、県内

市町村が発注する公共工事

1



② 配置技術者の資格者要件が県工事と同一である工事(下表参照)

【参考】

県工事 他工事 兼務の可否

配置技術者 例１ 一級土木施工管理技士 一級土木施工管理技士 ○

の 資 格 者

要 件 例２ 一級土木施工管理技士 一級建築施工管理技士 × (※）

(※) 例２の場合において、同一人が一級土木施工管理技士及び一級建築施工管理技

士の両方の資格を保有する場合でも、兼務は認めないもとする。

③ 他工事が主任技術者の専任が必要とされる工事である場合は、当該他工

事の発注者が県工事との主任技術者の兼務を認めている工事

３ 令第２７条第２項の適用に係る判断基準等

(1) 同一の主任技術者が兼務できる工事数

同一の主任技術者が兼務できる県工事と他工事は合わせて２件とする。

(2) 「工事現場の相互の間隔が１０ｋｍ程度」について

国通知において令第２７条第２項の適用要件とされる「工事現場の相互の

間隔が１０ｋｍ程度」とは、自動車で通行可能な経路による工事現場相互の

距離が１０ｋｍ程度とし、受注者又は入札参加者から提出される兼務に係る

申請等に添付される経路図により適否を判断するものとする。

(3) 「工作物に一体性又は連続性が認められる工事」等について

上記(２)と同様に適用要件とされる「工作物に一体性又は連続性が認めら

れる工事」及び「施工にあたり相互に調整を要する工事」の例は次の①及び

②のとおりとし、受注者又は入札参加者から提出される兼務に係る申請等の

記載内容が著しく不合理でない場合は、原則としてこれらの要件に該当する

ものと判断する。

① 「工作物に一体性又は連続性が認められる工事」の例

・工事現場相互の間隔が１０ｋｍ程度にある同種の土木工作物を対象とす

る工事(県道改築工事と市町村道舗装工事等）

・工事現場が隣接する土木工事(道路(橋梁)工事と河川改修工事等)

・同一敷地内にある建物の建築工事又は設備工事

② 「施工にあたり相互の調整を要する工事」の例

・工程調整や安全確保のための調整を要する工事等

(相互に土量分配計画の調整を要する工事、工事道路の共有、資材の一括

調達、同一の下請け業者の施工により相互に工程調整を要する工事等)
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第２ 県工事に配置又は配置予定の専任の主任技術者を令第２７条第２項により

他の工事に兼務しようとする場合の手続きについては、当分の間、次のとおり

取り扱うものとする。

１ 施工中の県工事

(1) 施工中の県工事に配置されている専任の主任技術者を他工事へ兼務させよ

うとする受注者は、事前に様式１により専任の主任技術者の兼務に係る承認

申請を発注公所に提出するものとする。

(2) 申請を受けた発注公所は、第１に記載する基準等に従い、専任の主任技術

者の兼務を承認するか否かを判断し、その結果を工事記録簿に記録するとと

もに、当該記録の写しを受注者に交付するものとする。

(3) 上記(2)により専任の主任技術者の他工事との兼務を承認された受注者は、

他工事への兼務が決定した時は、速やかに発注公所に報告するものとする。

２ 入札参加予定の県工事

(1) 他工事に配置又は配置予定の主任技術者を入札の対象となる県工事（以下

「入札対象工事」という。）に配置予定の専任の主任技術者としようとする

入札参加予定者は、「令第２７条第２項により専任の主任技術者の兼務を認

める県工事」であるか否かを入札執行公所に照会するものとする。

(2) 上記(1)の照会のあった場合、当該入札執行公所は、令第２７条第２項に

より専任の主任技術者の兼務を認める県工事であるか否かについて回答する

ものとする。

なお、兼務を認める工事であると回答した県工事においても、入札の結果、

低入札価格調査を経て契約する場合は兼務を認めないもとする。

(3) 他工事に配置している主任技術者を入札対象工事に配置予定の専任の主任

技術者としようとする入札参加者は、別添記載例を参考に、入札参加資格確

認申請書添付書類様式第３号「配置予定技術者の資格・工事経歴等」(以下

「様式第３号」という。)中「２配置予定技術者の現況等」の「本工事に従

事できると判断する理由」欄に「建設業法施行令第２７条第２項により兼務

（詳細は別紙)」と記入し、様式２により作成した理由書を添付して提出す

るものとする。

(4) 上記(2)において、他工事に配置している主任技術者が専任の主任技術者

の場合は、入札参加者は、県工事に配置予定の専任の主任技術者とすること

を事前に当該他工事の発注者から承認を得るものとする。

(5) 同時期に入札中の他工事(県が発注する工事に限る。)に配置予定の主任技

術者を入札対象工事に配置予定の専任の主任技術者としようとする入札参加

者は、様式第３号中「１配置予定技術者の氏名、資格、工事経歴等の当該技

術者を配置予定技術者として入札参加資格の確認を申請中の他の秋田県発注

工事がある場合の当該工事の名称、発注機関、開札予定日」欄に必要事項を

記載のうえ、同「２配置予定技術者の現況等」の「本工事に従事できると判

断する理由」欄に上記(3)と同様に記載するものとする。この場合、「現在

従事している建設工事の有無」欄には「無(入札中)」と記入するものとする。

(6) 落札候補者が上記(3)又は(5)により様式第３号に県工事に配置予定の専任

の主任技術者を他工事との兼務する旨の記載があった場合は、(地方)入札審
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査会において、第１の判断基準等に従い、専任の主任技術者の兼務の認め得

るか否を判断した上で、入札参加資格審査（配置技術者要件）を行うものと

する。

また、上記(4)に該当する場合、入札執行公所は、当該落札候補者が他工

事に専任で配置される技術者を県工事に兼務させることの承認を得ているこ

とを当該他工事の発注者に確認のうえ落札決定を行うものとする。

(7) 他工事に配置又は配置予定の主任技術者を入札対象工事に配置予定の専任

の主任技術者とした落札者は、当該技術者を入札対象工事に配置する場合、

上記１に準じて発注公所に承認申請を行うもとする。

第３ その他

この取扱いで定めるもののほか、主任技術者の専任配置等に関する事項(主

任技術者から監理技術者への変更等)については、「監理技術者等の工事現場

における専任配置等について」(平成１６年３月３１日建管－３０９７)による

ものとする。

附 則（平成２８年５月３１日建政－３９１）

１ この取扱いは、平成２８年６月１日以降に入札公告等を行う工事の契約から

適用する。

２ 平成２８年５月３１日以前に入札公告等を行った工事の契約については、な

お従前の例による。
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（様式１）

発注者あて

印

1 ２件の工事の対象工作物の一体性又は連続性がある。

）

2 ２件の工事の施工にあたり相互に調整を要する。

）

※上記１又は２の該当するものに○を付け、内容を簡潔に記入すること。

1

2

　２件の工事現場間の自動車で通行な経路を示す経路図を添付すること。なお、経路図に

は経路距離を明示すること。

　他工事への兼務が決定した時は、速やかに報告すること。

発注者（担当課所）

発注者担当者（電話番号）

２

件

の

工

事

の

関

係

（内容：

（内容：

兼

務

し

よ

う

と

す

る

他

工

事

工事名

工事現場の場所

工事内容の概要

請負金額

工期

専任・非専任の区分

主任技術者の配置資格

記

主任技術者の氏名

施

工

中

の

工

事

工事番号

工事名

工事現場の場所

主任技術者の配置資格

　下記のとおり、施工中の貴発注工事に配置している専任の主任技術者が、建設業法施行令第２

７条第２項の規定により他の工事と兼務したいので承認申請します。

専任の主任技術者の兼務に係る承認申請について

　　　年　月　日　　

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名
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（様式２）

発注者あて

印

1 ２件の工事の対象工作物の一体性又は連続性がある。

）

2 ２件の工事の施工にあたり相互に調整を要する。

）

※上記１又は２の該当するものに○を付け、内容を簡潔に記入すること。

1

2

入札参加資格確認申請書に添付した様式第３号において、本工事に従事できると判断できる理由

とした「建設業法施行令第２７条第２項による兼務」の内容は下記のとおりです。

本工事に従事できると判断した理由（別紙）

　　　年　月　日　　

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

記

主任技術者の氏名

本

工

事

工事番号

工事名

工事現場の場所

主任技術者の配置資格

兼

務

し

よ

う

と

す

る

他

工

事

工事名

工事現場の場所

工事内容の概要

請負金額

工期

専任・非専任の区分

　２件の工事現場間の自動車で通行な経路を示す経路図を添付すること。なお、経路図

には経路距離を明示すること。

　他工事に専任の主任技術者を配置又は配置予定の場合は、主任技術者の本工事への兼務を

認めることを当該他工事発注者に事前に確認のうえ、配置予定技術者とすること。

発注者（担当課所）

発注者担当者（電話番号）

２

件

の

工

事

の

関

係

（内容：

（内容：

主任技術者の配置資格
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（
記

載
例

）

配
置

予
定

技
術

者
の

資
格

・
工

事
経

歴
等

会
社

名
Ａ

建
設

株
式

会
社

１
配

置
予

定
技

術
者

の
氏

名
、

資
格

、
工

事
経

歴
等

所
持

し
て

い
る

当
該

技
術

者
を

配
置

予
定

技
工

事
経

歴

・
法

令
に

よ
る

資
格

の
名

称
、

術
者

と
し

て
入

札
参

加
資

格
（

過
去

に
従

事
し

た
同

種
工

事
の

内
容

等
）

取
得

年
月

日
、

番
号

の
確

認
を

申
請

中
の

他
の

秋

氏
名

・
監

理
技

術
者

資
格

者
証

の
交

田
県

発
注

工
事

が
あ

る
場

合

付
年

月
日

、
交

付
番

号
工

事
名

発
注

者
名

施
工

場
所

契
約

金
額

施
工

年
度

従
事

役
職

工
事

概
要

・
監

理
技

術
者

講
習

修
了

証
の

当
該

工
事

の
名

称
、

発
注

機
(
都
道
府
県
名
)
（

百
万

円
）

及
び

工
期

【
工

法
、
施
工

数
量

を
記
載

の
こ
と
】

修
了

年
月

日
、

修
了

証
番

号
関

、
開

札
予

定
日

（
月

数
）

山
王

太
郎

←
他
工

事
に

配
置

さ
れ

て
い

る
主

任
技

術
者

の
例

山
王

次
郎

←
同
時

期
に

入
札

中
の

道
路

舗
装

工
事

県
工

事
に

配
置

予
定

由
利

地
域

振
興

局

の
主

任
技

術
者

の
例

平
成

○
年

○
月

○
日

開
札

山
王

三
郎

←
他
の

工
事

に
配

置
さ

れ
て

い
な

い
主

任

技
術

者
の

例

１
技

術
者

の
候

補
が

複
数

い
る

場
合
は

全
て

記
載

で
き

る
も

の
で

あ
る

こ
と

。

２
資

格
に

つ
い

て
は

、
確

認
で

き
る
検

定
試

験
合

格
証

明
書

、
監

理
技

術
者
資

格
者

証
及

び
監

理
技

術
者

講
習

修
了
証

の
写

し
を

添
付
す

る
こ

と
。

な
お

、
建

設
業

法
第

２
７

条
第

１
項

に
規

定
す

る
技
術

検
定

に
合

格
し

た
者

に
お

い
て

、
合
格

証
明

書
を

受
領

し
て

い
な

い
場

合
は

、
試

験
実

施
機

関
が

発
出

す
る

合
格

通
知

書
の

交
付

日
か

ら
半

年
程

度
の

間
は

、
合
格

証
明

書
の

写
し

に
代

え
て

合
格

通
知
書

の
写

し
を

添
付

す
る

こ
と

で
足

り
る
も

の
と

す
る

。
こ
の

場
合

、
当

該
資

格
の

取
得

年
月

日
及

び
番

号
に

代
え

て
、

合
格
通

知
書

の
交

付
年

月
日

を
記

載
す

る
こ
と

。

３
３

月
以

上
の

雇
用

関
係

が
あ

る
こ
と

が
確

認
で

き
る

健
康

保
険

被
保

険
者
証

等
の

写
し

を
添

付
す

る
こ

と
。

４
記

載
し

た
技

術
者

に
つ

い
て

他
に
入

札
参

加
資

格
確

認
申

請
中

の
秋

田
県
発

注
工

事
が

あ
る

場
合

は
、

申
請

中
の

工
事

の
名

称
等

を
記

載
す

る
こ

と
。

５
「

工
事

経
歴

」
欄

に
は

、
入

札
公
告

に
お

い
て

同
種

工
事

の
工

事
経

歴
が

入
札

参
加

資
格

と
さ
れ

て
い

る
場

合
の
み

記
載

す
る

こ
と
。

６
複

数
の

工
事

を
記

載
す

る
場

合
は
、

秋
田

県
発

注
工

事
、

そ
れ

以
外

の
公
共

工
事

、
民

間
工

事
の

順
に

記
載

す
る
こ

と
。

７
「

従
事

役
職

」
欄

に
は

、
主

任
技
術

者
又

は
監

理
技

術
者

の
役

職
名

を
記
載

し
、

現
場

で
の

技
術

的
な

関
わ

り
が

判
断

で
き

る
資

料
（

配
置

予
定

技
術

者
と

実
績

工
事

の
関

わ
り

を
示

す
施

工
体

系
図
等

）
を

添
付

す
る

こ
と

。
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（
様

式
第

３
号

）
（

つ
づ
き

）

２
配

置
予

定
技

術
者

の
現

況
等

氏
名

現
在

従
事

し
て

い
る

有
の

場
合

建
設

工
事

の
有

無
工

事
名

発
注

者
名

場
所

請
負

金
額

工
期

本
工

事
（

※
）
に

従
事

で
き

る
と

（
市

町
村

名
）

（
百

万
円

）
（

～
）

判
断

す
る

理
由

建
設

業
法

施
行
令

第
２

７
条

第
２

山
王

太
郎

有
無

道
路

改
良

工
事

秋
田

地
域

振
興

秋
田

市
５

０
百

万
円

○
○

～
○

○
項

の
規

定
に

基
づ

き
兼

務
（

詳
細

局
別

紙
）

建
設

業
法

施
行
令

第
２

７
条

第
２

山
王

次
郎

有
無

道
路

舗
装

工
事

由
利

地
域

振
興

由
利

本
荘
市

３
５

百
万
円

○
○

～
○

○
項

の
規

定
に

基
づ

き
兼

務
（

詳
細

（
入

札
中

）
局

別
紙

）

山
王

三
郎

有
無

１
工

期
に

つ
い

て
は

、
年

月
日

を
記
載

す
る

こ
と

。

※
本

工
事

と
は

、
今

回
入

札
参

加
資
格

の
確

認
を

申
請

す
る

工
事

の
こ

と
で
あ

る
。

３
営

業
所

の
専

任
技

術
者

の
現

況

氏
名

営
業

所
の

名
称

担
当

す
る

工
事

の
種

類
氏

名
営

業
所

の
名

称
担

当
す

る
工

事
の

種
類

１
建

設
業

法
第

７
条

第
２

号
又

は
第
１

５
条

第
２

号
に

規
定

す
る

専
任

の
技
術

者
と

し
て

営
業

所
ご

と
に

配
置

さ
れ
て

い
る

者
の

状
況
を

記
載

す
る

こ
と

。

２
担

当
す

る
工

事
の

種
類

に
つ

い
て
は

、
建

設
業

法
上

の
工

種
を

記
載

す
る
こ

と
（
「

土
」
、
「

建
」
、
「

電
」
、
「

管
」

等
）
。

３
申

請
す

る
工

事
の

内
容

に
か

か
わ
ら

ず
、

秋
田

県
内

に
あ

る
建

設
業

法
上

の
営

業
所

に
お

け
る
す

べ
て

の
工

種
に

係
る

技
術

者
に

つ
い

て
記

載
す

る
こ

と
。

４
営

業
所

の
専

任
技

術
者

を
配

置
予
定

技
術

者
と

し
て

い
る

場
合

は
、

２
の

表
の

「
本

工
事

（
※

）
に

従
事

で
き

る
と

判
断

す
る

理
由
」

欄
に

対
応

方
針

を
記

載
す

る
こ

と
。

（
建

設
業

法
上

、
営

業
所

の
専

任
技
術

者
が

専
任

を
要

す
る

主
任

技
術

者
等

を
兼

ね
る

こ
と

は
認

め
ら

れ
ま

せ
ん

。
）
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